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概 要 

令和 4年度に日本における気候変動適応策の実情調査を行った。調査内容には、事業者が取り組んで

いる適応策が約 1/3（439 件中 137 件）含まれており、日本における気候適応策に関する要素技術は民

間組織が受けもっていること 1)を指摘した。その中には土や地盤に関わる技術に言及したものもあるが

極めて少ないこと。が分かった。そのなかから、地盤工学に関係あるものを抽出して考察を加えた。      

その結果、産業廃棄物や植物資源などの排出資源を有効利用することによって、シナジー効果のある

適応策技術の展開の可能性があることを指摘した。また、過去のシンポジウム等で公表されている研究

の中から。調査対象以外の有望な具体的な事例も併せて紹介し、この事例も含めて地盤工学的気候変動

適応策の今後の展望を述べた。 
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Abstract 

After reviewing information published by public institutions in Japan, it was found that key technologies related to 

climate adaptation measures are mainly handled by the private sector, but very few of these refer to technologies 

related to soils and foundations. Among these, items related to geotechnical engineering were extracted and 

examined to clarify the roles and responsibilities within these engineering fields. Additionally, promising specific 

examples beyond the scope of the current survey, which were presented at past symposiums and similar events, 

were also introduced. Including these cases, the prospects for geotechnical engineering-based climate change 

adaptation measures were discussed. It is emphasized that the utilization of emission resources produced by 

industries, fisheries, and agricultural and forestry activities is one of the promising technologies, from the viewpoint 

of exerting synergistic and multi-purpose effects on both disaster reduction and environmental impact mitigation. 

 

Key words: climate change adaptation, disaster risk reduction, emission resource, green infrastructure, synergy 

effect 

 

１．はじめに 

令和 4年度に日本における気候変動適応策の実情調査（2022 年 11月 30日現在）を行った、調査内

容には、事業者が取り組んでいる適応策が約 1/3（439 件中 137 件）含まれており、日本における気候

適応策に関する要素技術は民間組織が受けもっていること 1)、また、その中には土や地盤に関わる技術

に言及したものもあるが極めて少ないことが分かった。そのなかから、地盤工学に関係あるものを抽

出して考察を加えた。また、過去のシンポジウム等で公表されている研究の中から、調査対象以外の

有望な具体的な事例も紹介し、この事例も含めて地盤工学的気候変動適応策の今後の展望を述べた。 

 

２．これまでに取り組まれてきた地盤工学的対応策 

 周知のように、気候変動に対する対応策は、カーボンユートラルに代表される緩和策とレジリエンス

強化に代表される適応策に分けられるが、図-1 に示したように、緩和策と適応策を融合する施策や技

術が求められている。 

 

図-1 気候変動緩和策、適応策と二つの融合策 1),2),3),4) 
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上記のことを念頭において地盤工学の分野で取り組まれてきた学会等をレビューしてみると、国際学

会で、“気候変動”のセッションが取りあげられたのは、2023 年 6 月ギリシャで開かれた第 9 回国際環境

地盤工学会議（9th ICGE）が最初ではないかと思われる 2)。一方、国内では、同じ 2023 年 11 月に熊本で

開かれた第 15 回環境地盤工学シンポジウムにおいてであると思われる。ただ、第 15 回環境地盤工学シ

ンポジウムのセッションの設定に混乱があると思われるので、このシンポジウムにおける発表論文の中

で、気候変動に関連すると判断されたものを抽出して筆者が整理し直したものが表-1である。これをみ

ると、カーボンユートラル（CN）を念頭に置いたと思われる緩和策の取組みが多いことがわかる。加え

て、CO2 に代表される温室効果ガスの低減だけでなく地盤改良など、複合的な効果を目指したいくつか

の研究は、後述するシナジー効果を目指した気候変動対応策として注目すべきである。会のプログラム

に見られた分類は発表者の提示したキーワードに従って分類したものと想像するが、12.植生・微生物、

13. 斜面安定、14. CO2固定・貯留、15.気候変動・持続可能性の 4 セッションに分散している。これを筆

者らは、表-1 で【気候変動対応】セッションと【持続可能性（SDGs）】セッションの二つにまとめてみ

たが、この方がすっきりすると思われる。このうち、CN に含まれるものが学会分類の「14. CO2固定・

貯留」である。一方で、気候変動に対する対応では、”緩和策と適応策を両輪として考えていく必要があ

る“という観点 3)から考察してみると、緩和策に比べて、適応策に関する研究が少ないことがわかる。適

応策に関する地盤工学の知見を活かした研究を増やすとともに、(i) 適応策に貢献できる緩和策、(ii) 緩

和策にも貢献できる適応策も念頭に置いた研究の推進が望まれる。 

 

表-1 第 15 回環境地盤工学シンポジウム（2023、熊本）における気候変動関連発表論文の再整理 2) 
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 地盤工学には直接関わるものではないが、IPCC AR 6 WGIII (2022) 4)にもいくつか紹介されている。表

-2 と表-3 に一部をまとめている。これらは、気候変動対応施策や技術の展開によって社会に大きな変

革（トランスフォーメーション）をもたらす C2X （Climate Change Transformation） 技術として開発の

政策行動 相互関係の説明

◆グリーンインフラストラクチャー:

複数の生態系サービスと利点を提供
する
-炭素の貯蔵と隔離
-エネルギー消費の削減

◆洪水管理を含む適応の利益

◆環境教育を含む社会的共益

◆REDD+
＊1

 戦略

-炭素の貯蔵と隔離への貢献
-再生可能エネルギーの開発

◆貧困削減や生態系サービスなどの社会的利益

を生み出すことを目指す

◆家庭のエネルギー効率と再生可能
エネルギー施策: エネルギー政策は

社会経済発展に寄与する。
-エネルギー使用の削減

エネルギー効率（EE）向上

➢エネルギー消費を最小限に抑え、競争力レベ

ルを向上させ、炭素フットプリント＊2を削減す
るための実現可能で持続可能な解決策として浮
上

Mitigation That Contributes to Adaptation (after IPCC AR6 WGIII) 

＜備考＞＊1 REDD+: 発展途上国における森林伐採と森林劣化からの排出削減

　　　　＊2 炭素フットプリント：製品やサービスのライフサイクル全体を通して

             排出される温室効果ガスの量をCO2排出量に換算して表示する仕組み

表-3 緩和策に貢献できる適応策の例 4) 

表-2 適応策に貢献できる緩和策の例 4) 
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推進が国際的にも大いに期待されていると判断される 2)。なお、C2X は、Climate Change に関する方策

と技術をもって社会の変革を目指すことを意味していることから、DX （Digital Transformation）や GX 

（Green Transformation）とは定義を異にしている。また、この略語は、筆者らのネーミングによるもの

で、広く認知されているものではない。 

 なお、シナジー効果（Synergy effect）のある対応策には、トレードオフ（Trade-off）や誤った適応（Mal-

adaptation）をもたらすものもあるので注意を要する、表-4 にはその事例を示している。 

  

 

 

 このことを考慮して、IPCC AR6 （第６次報告書）では、気候変動リスクの中に図-2に示すように緩

和策や適応策への対応をリスクの関数の一つに取り入れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地盤工学的気候変動緩和策 

 

表-5は、これまでの記述を踏まえて地盤工学の立場から考えられる気候変動緩和策をまとめてみた

ものである。最近よく聞かれるようになったカーボンニュートラル（CN）は、緩和策を構成する。貯

蔵策・吸収策と削減策を実現させるための方策と理解される。地盤工学の立場からの緩和策としては､

温暖化効果ガス（GHGs）の低減（CN への貢献）のために、後述する排出資源の有効利用は可能性の

高い技術として期待される。 

 

政策行動 相互関係の説明

◆土地利用戦略：緩和または適応
のために考慮された隔離は、土地
計画において対立を引き起こす可
能性がある

◆土地の密度や利用の増加、土地利用の混合、
交通接続性の向上は、気候ストレスを増加さ
せ、緑のオープンスペースを減少させる可能性
がある。
➢これにより、都市のヒートアイランドの影響
が増し、人間の健康に悪影響を及ぼし、人口を
沿岸の浸水にさらす可能性がある。

◆低炭素、ネットゼロ、気候変動
に強い建築基準が、手頃な価格を
考慮していない場合がある

◆トレードオフは、個別ではなく包括的に実施
されるべき政策メカニズムに関連している可能
性がある。しかし、異なる行政レベルや機関が
横断的な調整への障壁を生むことがある。

Trade-offs表-4 トレードオフ（利益相反）のある対応策の例 4) 

          
        

          
        

                                             
                                  

図-2 気候変動リスクの定義（AR 5 から AR6 へ定義の変更）4) 
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表-5 地盤工学的気候変動緩和策の概要（参考文献 3) に加筆） 

 

ここで言う排出資源とは、小峯 5)によって提案された地盤工学的な適用が可能な廃棄物（主として、

産業廃棄物、一部、災害廃棄物も含む）を指している。表-6はこれらに該当する排出資源の例をまと

めたものである。これらの排出資源は地盤改良などの現地で利用された実績はあるが、気候変動緩和

策や適応策を念頭に置いて実務で適用された例は多くない。 

 

表-6 地盤工学的気候変動対応策に資すると考えられる排出資源例 2)  

 

 

 

 

 

 

 

 

排出資源の利用とともに期待されるのがグリーンインフラストラクチャー（GI）である。植物によ

っては、GHGs を吸着し、貯蔵できる可能性があるものがあり、災害低減などにも資することによっ

て、気候変動緩和策と適応策への相乗効果を発揮するものがあると考えられるが、十分な整理が行わ

れていない。例えば、GI については、国土交通省の“グリーンインフラ官民連携プラットフォーム”6)が

あるが、気候変動との関係性を集約した記述は少ないようである。 

 

４. 地盤工学的気候変動適応策 

4.1 地盤工学的気候変動適応策の概要 

      の例 施 ・技術の例 解決 べき課題例

地中貯蔵 CD  

CO2回収貯留 CCS 

マングロ ブ保全技術

・    地盤補強 地盤改良  の

組み合わせ

・現地におけ パイロットテ トの実施

バイオマ CCS技術
・土壌や植物などの自然生態系への影響

解明

省エネルギ 

太陽光利用

風力発電

地中熱利用 ・地下水質への影響評価

地熱発電 ・大容量の発電所 できにくい

メタン イ レ ト
・漁業や水産業への影響評価

・深海底の生態系に及ぼ 影響評価

水素エネルギ 

・低コ ト化

・長期にわ  技術開発 普及戦略構築

・社会的受容 の拡大

・土や植物などの自然生態系にCO2など

のGHG 及ぼ 影響の解明

・地下水への影響評価

森林整備などによ 植物の

GHGの吸収

GHG の貯蔵

・気候変動に起因  外力 巨大台風,

集中豪雨など に   安定 の評価

削減 

新 なエネルギ 開発

代替エネルギ ＆再生可能エ

ネルギ の開発・普及・拡大

貯蔵 ・

吸収 

材料 想定され   場面例  用分野 

石炭灰 基礎、盛土、空洞充填      の可能 もあ  

鉱滓  ラグ 
廃棄物施設の覆土、キャピラ  バ ア、

砕石杭
     の相乗

廃棄タイヤ 河川堤防や海岸堤防の後背地の防御   技術、グ フラ

廃コン   ト
擁壁の裏込め

砕石杭
     の相乗

破砕貝殻

 特に ホタテ貝 
河川堤防補強      の相乗

木材 間伐材 軟 地盤改良・補強   技術、地盤改良技術、グ フラ

竹材 舗装、土構造物補強   技術、地盤改良・補強技術、グ フラ

 注 グ フラは、グ  ンインフラ トラ チャ  Gr    I fr   ruc ur  の略
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気候変動適応策は周知のように、防護、順応、退避（移転や移住も含む）に分けられる。地盤工学の

分野におけるこれらに該当する技術例を表-7にまとめている。後述するように、地盤災害についていえ

ば、水害における流域治水 6)のような革新的＆システム転換的な施策や技術が期待される。 

表-7 地盤工学的気候変動適応策と緩和策との融合例 7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、災害に限っていえば、従来の防災・減災との関係は図-3 のようになると考えられるが、二つの

分野（地球環境分野と防災・減災分野）の相互理解は必ずしも成功しているとは言えない。 

   

図-3 DRR と CCA との関係     図-4 気候変動適応と災害リスク(Turner et al., 2003)31) 

 

 図-3における災害対策と気候変動適応策は、表現は異なっているが。相互の関係は図-4 のようにな

る。また、災害低減（DRR） と 気候変動適応（CCA） で使用されている用語は。表-8 に示すよう

にそれぞれ相互に関連づけられる。 

 

表-8 DRR と CCA との関係 

 

 

具体的な   例 地盤工学的   例

防護
・気候変動の影響 引き起こ 外力の

制御

・堤防のかさ上げ

・ジオシンセティッ  や地盤改良技術 援用し 

多重防護施設

・事前  に資  強化復旧技術

・地震 の複合影響 考慮し 強靭な補強技術

順 
・気候変動の影響 あ 程度許容して

    

・粘り強い土構造物の構築

・損傷しても ぐ取り換えられ 壁体構造物

退避
・気候変動の影響 受け 地域からの撤

退・移住

・ICT 利用し モニタ ングシ テム

・ICT 利用し 早期警戒シ テム

・ジオシンセティッ   利用し 強靭な避難施設
・ヒ トアイラン   技術の開発

・極端化事象に 抗でき コンパ トシ

ティの実現

・気候予測に基づく早期警戒シ テム

・GHG  吸着でき 地盤材料の防災施設への

 用

・間伐材によ 二酸化炭素の吸着・固定

・ECO D    CC   の融合

   

   

       の融合
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4.2 気候変動適応策データベースにおける地盤工学的適応策 7)。8)。9) 

冒頭でも述べたように、令和 4年度に、日本における気候変動適応策の実情調査を行った。調査結果

の中には。事業者が取り組んでいる適応策が約 1/3（439 件中 137件）が含まれており、日本における

気候適応策に関する要素技術は主として民間組織が受けもっていることがわかった。ただ、その中に

は。土、土質、地盤に関わる技術は極めて少ない。その中から、地盤工学に関係あるものを抽出して

考察を加え、適応策の実情と今後の展望を述べた。 

4.2.1 情報の集約と整理方法 

情報集約対象は。公的機関のホームページにアップされている適応策で、これらを政府機関。自治

体および事業者別に分類した。情報の集約と分析の手順は図-5に示すとおりである。各適応策の内容

の詳細は「個票」に記載した。「個票」は結果的に 439 件であったが、機関別の個数の割合は図-5に

示すとおりである。これによれば、政府機関と自治体はほぼ同じ割合だが、事業者の取り組みはやや

少ない。このうち事業者の適応策は、国立環境研究所の A-PLAT における「事業者の適応」10)と「経

産省適応グッドプラクティス 2022」11)から情報集約している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図-5 情報集約と分析の方法          図-6 適応策の機関別の個数の割合 

 

4.2.2 適応策の分析 

周知のように、気候変動適応策の分野オプションは。日本政府によって、(1)農業・林業・水産業・畜 

産業、(2)水環境・水資源、(3)自然生態系、(4)自然災害・沿岸域、(5)健康、(6)産業・経済活動、(8)国 

民生活に分けられている。本研究では、これに、(8)共通施策・基礎的施策を追加して分析を行った。 

その結果を示したものが図-7 である。これによれば、日本の気候変動適応策は、①自然災害・沿岸域、

②農林・水産業、③健康 の 3 分野に力点が置かれていることがわかる。一方、適応策のカテゴリー別の 

分析結果を分布を示した図-8によれば、a. 技術的対策が最も多く、b. 社会的対策と c. 空間計画・イン 

フラが続いている。 

 

適応策に関する
情報収集

個票の作成

個票の分類・整理

各機関・分野に
おける適応策の分析

各省庁・自治体（および，IPCC AR6, 
WGII） に掲載されている適応策に関す
る情報の収集・集約

収集した情報を基に、「個票」を作成
「個票」には、適応オプション名（適応
策の事例名）や適応策の特性や実施可能
性、評価等を記入

作成した439個の「個票」を機関別及び
8つの分野別に分類（「農林水産業」、
「水環境・水資源」、「自然生態系」、
「自然災害」、「健康」、「産業・経
済活動」、「国民生活・都市生活」、
「共通施策・基盤的施策」 ）

機関別および分野別の適応策を分析し，
日本における適応策の特徴を明らかにす
る。一部，IPCC に記されている海外の
事情との比較も含める

 

図-6 適応策の分野オプション分布   
図-7 適応策のカテゴリー別の分析結果 
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4.2.3 地盤工学の立場からみた気候変動適応策 

今回調査した気候変動適応策のうち、土、土壌、土質、地盤をキーワードにした事例をまとめたもの

が表-9 である。事例数は少ないが下記のような特徴がみられる。 

1) 適応策の分野オプション：11件すべて、(4)自然災害・沿岸域に関するものである。 

2) 適応策カテゴリー：ハードウエア、ソフトウエアを含めて、a. 技術的対策が多くを占めている

が、e. モニタリング・現状把握に属するものも 2件取り上げられている。   

3) 適応策の革新性＆システム転換性：IPCC 等で適応策に求められていることの一つに、革新性＆シ

ステム転換性がある。適応策の革新性評価方法としては、Klein et al.12) や Fedele et al. 13)。14) による

方法があるが、ここでは、Kleinらの方法を採用した。彼らによると、革新性＆システム転換性と

は、①「新しい設計条件や新しい考え方を含むもの」、②「制度的に革新的なもの」、③「対策手

法が画期的なもの」としているが、筆者らは、「④実施可能性の高いもの」を加えた。この評価項

目に 2点ずつ与えて、8 点満点として、本データベースの事例を定量化した。その結果、最高点の

6 点のものが整理番号 2, 4, 5, 7, 11であった。これらの中身を見ると、適応オプションの④自然災

害・沿岸域に資するだけでなく、他の課題にも適応できるという“多機能性”を有していることから

“シナジー効果”が適応策の革新性＆システム転換性の中で重要な位置を占めることがわかる。加え

て、整理番号 6や 10 にも見られるように、“排出資源”の有効利用を試みているものが多いのは、

日本における地盤工学的適応策の革新性＆システム転換性の特徴のひとつと考えられる。 

 

表-9 分析に基づく地盤工学的適応策の事例 

 
 

５. シナジー効果のある適応策の事例 

表-9 に示した事例のうち、いくつかの事例を紹介する。 

5.1 排出資源を利用した斜面安定技術：技術の融合による敷地保全・災害復旧 （表-5 整理番号 5） 

手に入れやすい排出資源（① ストーンバッグ（雨水による地表面の侵食を防止）、② 鋼製しがら

（緑化回復）、③ 雨水誘導マット（水流抑制）、④ 獣害対策樹アセビ（緑化植物の食害による斜面崩

壊を防ぐ）を組み合わせて斜面崩壊を抑制する多目的な経済的災害対策技術である。 

整理番号 適応オプション名 取得先 適応分野 適応策
カテゴリー

内容
（革新性含む） 評点 重要なキーワード

1
防災・減災に役立つ情
報サービス

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

モニタリング
・現状把握

・自然災害リスクの調査から、予測診断、被害想定やリスク評価、リスク低減策の検討まで、防
災・減災の実現に向けた総合的なサービスで，”斜面崩壊対策サービス”が含まれている。 2

総合的な災害情報
サービス

2
地域の防災力を強化す
る災害情報システム

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

モニタリング
・現状把握

・災害の段階プロセス（①平常時、②警戒時，③復旧時）を通じてトータルに防災に対する課題
への解決策に応じた機能を有する地域の防災力を強化する総合災害情報システムである。 6

総合災害情報シス
テム

3

ネットワークカメラを
活用した自然災害への
事前対応システム

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ソフト）

・土砂災害に対しては，河川のリアルタイム監視によって，高解像度カメラと水分量センサーの
連携を通じて、土砂に水分が入っていく過程で変化する土砂の水分量から崩壊の予兆を検知する
ものであり、事前対応策を目指している点で革新的・システム転換的と判断される。

5

事前対応
革新的・システム
転換的

4

リアルタイム土砂災害
予測システム

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ソフト）

・都道府県が指定する「土砂災害警戒区域」の欠点を克服するために提案された数値地形モデル
（DEM）を用いた表層崩壊危険度予測手法により，降雨に伴って刻々と変化する斜面崩壊の危険度
（安全率）を定量的に評価することで、危険な場所をピンポイントで表示することができる。

6

リアルタイム

5

技術の融合による敷地
保全・災害復旧

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・手に入れやすい排出資源（① ストーンバッグ（雨水による地表面の浸食を防止），② 鋼製し
がら（緑化回復），③ 雨水誘導マット（水流抑制），④ 獣害対策樹アセビ（緑化植物の食害に
よる斜面崩壊を防ぐ）を組み合わせて斜面崩壊を抑制する多目的な経済的災害対策技術である。

6

排出資源
多目的＆経済的

6

浸水対策用「吸水土の
う」

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・袋内に吸水性のあるポリマー素材を包含した高性能新型土のうは、短時間揉みこむだけで、吸
水性を発揮できる技術である。軽量かつコンパクトな形状で保存場所も要しないといった利点も
あるので，大雨や洪水による浸水対策として自宅の玄関前や地下鉄の入り口などに活用できる。

4

高性能新型土のう

7

有機土壌植林による洪
水抑制と生態系保護に
よる循環型ビジネスモ
デル

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・有機土壌改良剤を利用した植林によって、防風や土砂災害の抑制や生態系の回復を促し、農産
物及び医薬品原料の生産能力の向上に貢献できる点で多機能で相乗効果を有する技術である。

6

多機能で相乗効果

8
サンドパックによる浜
崖後退抑止工

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・サンドパック（砂袋詰め工）とその背後に行う養浜盛土とを一体として構築された浜崖後退抑
止工により浜崖背後の砂丘を保全する”柔な”防御技術である。 1

”柔な”防御技術

9

未舗装道路の簡易な路
面水排水技術

事業者
(A-PLAT)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・林道など未舗装道路における排水対策技術である。路面の水を適宜左右に分散して排水するこ
とで、雨水による路面の浸食や崩壊等を防ぐとともに，作業員の人員不足や高齢化の課題解決に
も貢献することができる技術である。

2

高齢化の課題解決

10

土壌藻類を活用した表
面侵食防止工法

経産省
（GP)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・降雨強度の増加などに伴う土壌流亡や斜面の崩壊に対し、世界中に広く分布する土壌藻類を資
材化し散布することで、侵食を防止し、周辺植生の侵入を促進するというユニークな技術であ
る。排出資源の利用技術の一つである。

4

排出資源

11

機能性舗装材で都市型
洪水軽減とヒートアイ
ランド現象を抑制する
技術

経産省
（GP)

自然災害
・沿岸域

技術的対策
（ハード）

・破砕された廃瓦やレンガは多孔質のため、これらを使った透水性・保水性舗装材は都市型洪水
の軽減やヒートアイランド現象の抑制に繋がる。排出資源の有効利用という視点から，複合的な
機能を有する。災害低減，ヒートアイランド対策，廃棄物対策を兼ねており，このような点から
も多機能な技術であると高く評価できる。また，緩和策にも資するシナジー効果を有する。

6

排出資源
多機能 or シナ
ジー効果
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図-8  排出資源を利用した斜面安定技術例：“小土木“技術を活かした敷地保全・災害復旧 

 

 

なお、ここでいう小土木（KODOBOKU）技術とは、山間地などで送電鉄塔周辺など重機が入れない場

所で、人力による搬入・施工が可能な環境負荷の小さい斜面保全・災害復旧技術を指している。 

 

5.2 排出資源を利用した舗装（図-9。 図-10） 

廃瓦・レンガを破砕機で破砕して砂利・砂製品を製造し、園芸資材・瓦チップや舗装材とする。瓦や

レンガは多孔質のため、これらを使った透水性・保水性舗装材は都市型洪水の軽減やヒートアイランド

現象の抑制に繋がる。このアップサイクル技術は都市の発展に伴い増加する建設廃材のリサイクルと適

応＆緩和といった側面における効果が見込めることが特徴である。また、現地の環境や景観。強度。コ

ストといったニーズに合う形で舗装材を提供することで、様々な需要に対応していける。さらに導入し

た地域の環境意識の向上も期待できる。 

         

(a)廃瓦・レンガ                (b) 透水 ブロッ          (c) 廃瓦・レンガブロッ で舗装し 道路 

図-9 排出資源から道路舗装までのプロセス (https://eco-system.ne.jp/) 

 

 

図-10 排出資源を活用した舗装のサーモグラフィ画像 (https://eco-system.ne.jp/) 

 

６．今後が期待されるシナジー効果のある適応策の事例 

6.1 排出資源を利用した河川堤防安定技術  

上記に挙げたリストには掲載されていないが、排出資源によるシナジー効果のある革新的適応策の事

(a) ストーンバッグ (b)鋼製しがら (c)雨水誘導マット 

(https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/opportunities/biz-120.html) 

https://eco-system.ne.jp/
https://eco-system.ne.jp/
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例の一つとして、小林ら 15)。16)。17)。18)のグループが取り組んでいる破砕貝殻の利用技術がある。本技術

は水産業副産物であるホタテ貝殻を破砕して地盤改良や地盤補強材として利用するとともに、代表的な

温室効果ガスである二酸化炭素 CO2 の吸着能力も発揮させること（参考文献 16）および 18) 参照）に

よって気候変動に対応することのできる革新的技術である。図-11 に河川堤防を模擬した水害時の越流

を想定した模型実験結果の一例を示している。これによると、河川堤防の裏法面に破砕貝殻を敷設する

ことによって、砕石敷設により裏法面の防護に対して有効であることがわかる。 

河川堤防の法面崩壊対策として「法面被覆工」がよく用いられているが、小高ら 19)による基礎研究に

よると越流によって堤体との境界に堤体浸透に起因するパイピングが生じること、かつ、それが致命的

な決壊要因となることが明らかにされていることから、貝殻敷設技術によって得られる次のような効果

が河川堤防被災の低減に繋がる可能性がある。 

 

 
 

図-11 模型実験による破砕貝殻を適用した河川堤防の損傷抑制効果 

 

 

① 難透水性表面被覆工下（コンクリートブロック等）の吸出し防止シート設置の有無によるパイピン

グ発生の抑制効果が確認される。 

② 表面被覆工として破砕貝殻層を設けた場合の堤体土の変形挙動は、礫層と異なり、実験時の越流時

間 300秒経過後でも堤体土の変形はほとんど無かった。これは、破砕貝殻層と礫層では、1) 粒子

間隙の形状。2) 表面被覆工による堤体土表面の押さえ効果（拘束効果。図-9）が異なることが小

規模実験で明らかにしている。このことから、越流水が小さい越流実験（水深=0cm、表面被覆工

内に水深）において、礫層時には堤体土の侵食（以下、「洗い出し」と呼ぶ）が進行したのは、越

流時の吸い出し現象と推測されることから、この「洗い出し」現象がパイピングの発生メカニズム

の抑制効果が期待される。 

③ 透過性表面被覆工によるパイピング発生の抑制効果（破砕貝殻を用いると、吸出し防止シートも必

要がなくなる）。 

ここで紹介した排出資源利用技術の革新性・システム転換性は次のとおりである。 

i) 水産業副産物であるホタテ貝殻を有効利用することで、環境負荷低減と災害低減のシナジー効果があ

ること 

ii) 気候変動適応策（水害対策）と緩和策（温暖化効果ガス固定）の両方に有効というシナジー効果を有

・模型実験は、アクリル製小型土槽（66 

×37×6 cm）内に、以下の試料を用いて

法面勾配 1：2 の堤防を構築し、越流量

25.4 mL/s（奥行き 6 cm）で、経過時間と

共に堤体変状の観察と測定を行った。 

・本実験では、越水や浸透による変状を確

認しやすくするために、堤体には珪砂6号

（ρs = 2.701 g/cm3）を使用した。また、

厚さ 2 cm の表面被覆層には、破砕貝殻層

では破砕したホタテ貝殻（青森県産、ρs 

= 2.671 g/cm3、最大粒径は 19 mm）を、

砕石層は 50%粒径（D50）が破砕貝殻のD50

（10.5 mm）に概ね等しい砕石 6 号を選

定した 15)。 

・実験ケースは、a)無対策（表面被覆工無

し）、b)表面被覆層として砕石 6 号および

c)表面被覆層として破砕貝殻の 3 ケース

である。実験詳細は、参考文献 15)参照。 
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すること 

iii) 上記から、流域治水に資する具体的な技術として水害低減に貢献できること 

なお、本研究の実務での適用性については、現在、実規模大堤防裏のり面を模擬した越流実験 17)を経

て、茨城県内の自治体と連携した検証実験が行われている 20)ことを付記する。 

 

6.2 グリーンインフラの事例 

6.2.1 グリーンインフラストラクチャーの考え方と事例  

グリーンインフラストラクチャー（略して、グリーンインフラ、あるいは、グリフラ）は、社会資本

整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で

魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組みである。平成 27 年に閣議決定された国土形成計画に

グリーンインフラの取組みが盛り込まれて、インフラツーリズムとの連携、環境アセスメントにと合わ

せて推進、SDGsやまちづくりに合わせて推進するなど、取組みの方向性が変化してきている。 

グリーンインフラの取組事例としては、国土交通省が中心になって 2020年に設立された「グリーンイ

ンフラ官民連携プラットフォーム」（G-PLAT と略称）では、「気候変動・防災・減災に関するもの」、「緑

と水の豊かな生活空間の形成に関するもの」、「投資や人材を呼び込む都市空間の形成に関するもの」、

「生態系保全や地域振興に関するもの」に関する行政、自治体、大学・研究機関、非政府組織・事業者

の研究や取り組みの事例を集約している。一例を表-10に示している。 

 

表-10 グリーンインフラの取組事例の一例 29)。30) 

事例 取組内容 場所 

気候変動・防災・減災に関するもの 

 水質浄化や修景機能も併せ持つ「雨庭」 四条堀川交差点(京都府京都市) 

 歩行者ネットワークの整備によるウォーカブルな

まちづくり 

南町田グランベリーパーク(東京都町田

市) 

 雨水流出抑制および“あまみず“活用技術 Green Infrastructure Model(東京都杉並区) 

緑と水の豊かな生活空間の形成に関するもの 

 線路跡地に整備したみどりの連なりによる良好な

生活空間 

小田急線上部利用の街づくり(東京都世

田谷区) 

 豊かな自然資源を活かした働き方・暮らし方の提案 東京ポートシティ竹芝(東京都港区) 

 食べられる都市緑化のモデル(屋上菜園) Edible KAYABEN project(東京都中央区) 

投資や人材を呼び込む都市空間の形成に関するもの 

 自然環境と調和したオフィス空間 二子玉川ライズ(東京都世田谷区) 

 都市を再生しながら自然を再生 大手町の森(東京都千代田区) 

 まちづくり・ひとづくりの拠点整備。放棄林の活用 にぎわいの森(三重県いなべ市) 

生態系保全や地域振興に関するもの 

 コウノトリ野生復帰に向けた。自然環境の回復 円山川直轄河川改修事業(兵庫県豊岡市) 

 多自然川づくり・塩性湿地および干潟の再生 震災復興と流域圏創成(宮城県気仙沼市) 

 緑地を活用した魅力あるまちづくり キリンビール横浜工場(神奈川県横浜市) 

 

グリーンインフラを気候変動適応策に活用することで、防災・減災、生物多様性の保全、地域創生等、

複数の目的を同時に達成するシナジー効果が期待できるものがある。例えば、都市部における緑地や樹

林の配置は、雨水の流出を抑制し、浸水対策に貢献することができる。さらに、湿地やため池の造成・

管理は、洪水や渇水のリスク軽減に繋がる。緑地の増加は、都市部におけるヒートアイランド現象の緩
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和にも寄与する。加えて、生態系の回復や保護は、生物多様性の保全と回復にも貢献することが期待さ

れている。表-11 はこれらに関係する事例をまとめたものである。 

 

表-11 グリーンインフラのシナジー効果の一例 29)。30) 

事業主 内容 場所 期間 文献 

大阪府 雨水貯留浸透機能を

備えた植樹帯を整備

し。冠水被害を軽減

する  

大阪府 

八尾市 

令和 4年度～

令和 6年度 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_ 

kyoujinka/kouhou/5kanen/pdf/jirei-all.pdf 

福岡県 雨水貯留浸透機能を

有する植樹帯の整備 

福岡県 

久 留 米

市 

施工計画中 https://green-infra-pdf.s3.ap-northeast-1. 

Amazonaws.com/R6_グリーンインフラ事例

集.pdf. 

－ 屋上緑化・壁面緑化 全国 実施中 https://adaptation-platform.nies.go.jp/data 

/measures/np-009.html 

 

6.2.2 グリーンインフラによる適応策の事例：森林管理による斜面災害の低減機能  

森林は、二酸化炭素の重要な吸収源の 1つであり、森林経営計画に基づいて間伐や植林等の森林管理

を実施すると、J クレジットが発行される仕組みが整備されている（林野庁）。特に、間伐は樹木の成長

を促し 21)、炭素蓄積量を増加させるだけでなく、土壌中の炭素貯蔵量も増加させることが明らかになっ

ている 22)。また、間伐を実施していない場合、災害リスクが大きくなる、間伐が実施されずに長期間放

置されている森林では、樹冠が密閉し薄暗い林内環境であるため、雨滴に対してクッションの役割を有

する下層植生が生育できず、土壌侵食量が多くなることが報告されている。土壌侵食に加え、降雨に対

する地表流の流出応答が大きくなるため 23)、 洪水緩和機能が低下するおそれがある(図-12)。  

土砂災害のうち、斜面崩壊については、 図-13に示すように間伐により根系の強度や量が増加し 24）

25)、斜面崩壊リスク低減に有効であることが報告されている 26)。土石流と森林管理に関する研究事例は

少ないが、間伐によって土石に対する抵抗力を示す引き倒しモーメントが増加することが示されている

27)。 

実践面においては、林野庁が「森林が持つ表層崩壊防止機能を高めるための森林施業の計画に関する

ガイドライン」28)を公表し、国として災害リスクの低減を図るために適切な森林管理を推進している。

また、国だけでなく、長野県や三重県などの地方自治体においても「災害に強い森林づくり指針」が定

められ、災害リスクを低減させるための森林管理に関する知見の蓄積がますます求められる。上記のよ

うに、森林管理、特に間伐は炭素蓄積量を増加させる緩和策として有効な施業であるとともに、災害リ

スクも低減させることができ、シナジー効果を有する適応策であると位置づけられる。 

  

図-12 森林斜面における水源涵養機能と土壌  

侵食（五味他、2010）23) 

図-13 間伐区と無間伐区のΔc（粘着力の増加分）

の経年変化モデル（北原、2010）24) 
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6.2.3 グレーインフラとグリーンインフラを融合した地盤工学的気候変動対応策 

(1) 黄麻（Jute）の利用例  

バングラデッシュは、気候変動に起因する海岸侵食や洪水に対して脆弱な途上国の一つである。途上

国ということもあって、適応策の採用にあたっては、経済性が特に求められる。そのことを克服する一

つの方策として、新しい技術の導入にあたっては、現地で得られる安価な材料を併用することが期待さ

れることの一つである。 

 

図-14 ローカル材料（ジュート）を利用した洪水に強い道路盛土の成功事例（松島他、 2011）31) 

 

このような要請にこたえるために、波浪の影響を受ける農道に、現地で得られるレンガや木杭ととも

に黄麻（ジュート）とセメントを混合したソイルセメントとジオシンセティックスを組み合わせた新た

な「土嚢積層工法」を適用する試みを行った例がある(図-14)。ここで採用された黄麻（こうま、Jute）

は、東インド（インド西ベンガル州とバングラデシュ）が世界生産高の９割程度を占有するもので、天

然繊維の中でも抜群に耐久性が高いという特徴を有している。 

この事例は、アジア地域で施工したグレー・グリーンインフラを併用した典型的な成功事例である。

なお、この技術は、洪水とともに、地震に対しても強いことが実証されている。 

(2) GGB 構想 

 同様な融合の概念に属するものとして、著者ら 2),32), 33)は、図-15に示すような、グレー（コンクリ

ート構造物など）、グリーン（植物）とブラウン（土構造物）を融合して強靭なインフラを整備する技

術の提案（スマート GGB 構想）を行っている。これも GI の一つと位置づけられる。 

 

(a) 土嚢工法を適用した波浪侵食対策工の断面図

10 m 15 m

中詰め材：砂
＋モルタル

中詰め材：砂＋モルタル
中詰め材：現地
発生土＋セメント

ジュートバックの施工区間ジオシンセティックスバックの施工区間

木杭

ソイルセメント
による覆土

(b) 正面図（すり付け部3m区間を含まず）

中詰め材：現地発生土＋セメント＋ジュート繊維

3.3 m

敷きレンガ

木杭

破砕レンガ＋砂
（フィルター材）

掘削線

ジュートバックもしくは
ジオシンセティックスバック

テール

（ジオシンセティックスバッグのみ）2.9 m風波
（洪水期）

1.2 m
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(a) 堤防へのパームファイバーの利用       (b) スマート GGB 構想“に基づく海岸堤防適応技術 

図-15 グレー(G)、グリーン(G)とブラウン(B)インフラを融合した“スマート GGB 構想”32), 33) 

 

７．まとめ 

1) 日本における気候変動適応策の主たる分野オプションは、自然災害・沿岸域、農業他、健康の三分野

である。また、適応策のカテゴリーでは、技術的対策が過半数を占め、社会的対策と空間計画・インフ

ラ対策が続いている。 

2) 日本における事業者が取り組む気候変動適応策の中には地盤工学に関連する技術は少ないが、多く

は自然災害に関するものである。また、地盤工学に関する学会の発表事例では、緩和策に偏ってお

り、適応策に属するものは極めて少ない。 

3) 適応策の革新性・システム転換性という立場からは、多目的でシナジー効果のある技術がいくつかみ

られるが、この場合もほとんどが自然災害・沿岸域に属するものである。 

4) シナジー効果のある技術には、“排出資源”を有効利用されたものがあり、日本的な技術として今後の

一層の展開が期待される。その一例として水産業副産物の一つである破砕貝殻（ホタテ貝殻）を利用し

た革新的適応技術を紹介した。この技術は水害に伴う河川堤防の損傷低減とともに、温暖化効果ガス

（GHGs）の固定化能力もあることから、適応策と緩和策に資する点など多目的でシナジー効果を発揮

できることが期待される。 

5) グリーンインフラを気候変動対応策としてに活用することでシナジー効果が期待できる事例として

は、(i) 気候変動によって都市部短時間豪雨の増加する中で都市部の植樹帯などの緑地や樹林の配置

は、雨水の浸水対策に貢献する、(ii) 屋上緑化や壁面緑化による緑地の増加は都市部のヒートアイラ

ンド現象の緩和にも寄与する、(iii) さらに、生態系の回復や保護は、生物多様性の保全と回復にも貢

献する事例などがある。 

6) 森林経営計画に基づく間伐等の森林管理は、樹木の成長促進と土壌への炭素貯留を通じて炭素蓄積

量を増大させるため、J-クレジット制度においても有効な緩和策として位置づけられる。同時に、間伐

は下層植生の発達を促して土壌侵食や洪水リスクを抑制するほか、根系の強化により斜面崩壊等の災害

リスクを低減させる適応策としての側面も有する。森林業は、気候変動対策と国土強靱化を同時に達成

するシナジー効果の高い取り組みである。とりわけ、ここで取り上げた事例は、グリーンインフラにも

関連する有効な気候適応策である。 

なお、本文は、第 15 回環境地盤工学シンポジウム（2024 年熊本で開催）で投稿された論文のレビュ

ーと、令和 4 年（2021 年）に行った日本における気候変動適応策の調査から、事業者が取り組む事例

（139 件）のうち、地盤工学に関わる事例に考察を加えて現状の考察とそれ以外の有望技術も含めて今

後の技術展開の展望を述べたものである。したがって、限られた情報に基づくものであることをお断り
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しておきたい。今後は、2022 年以降の情報や他の機関での情報を追加してより客観的で普遍性のある技

術提案つなげられるよう、改善していきたいと考えている。 
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